
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●２つの新規条例、暴力団排除条例案、来年 4月甲南町に開設の

市民福祉活動センター条例案は全員賛成(委員長除く 5人)。 

●甲賀年金者組合からの、受給資格期間短縮（賛成：木村・小西）、

最低保障年金制度の創設（賛成：小西）、無年金・低年金者への

国庫負担分の支給（賛成：木村・小西）の各請願には、谷悦男副

支部長が趣旨説明を行い、質疑応答。その後の審議で小西議員は、

憲法の 25条の尊重、大企業、富裕層からの減税をやめることや

軍事費の削減など財源を示して賛成討論をした。 

●平成 16 年景観法の施行以来、甲賀市は景観計画の策定が遅

れていたが、県の「ふるさと滋賀の風景を守り育てる条例」の

意向を受けて、景観行政団体として。景観行政を本格的に前進

させることとした。その背景には、観光行政の促進、３つの新

名神高速道路インター付近の開発調整、文化財整備、屋外広告

物規制など総合的な政策均衡を図るものと説明がなされた。 

●小松議員は、市内の景観重要建設物、景観重要樹木の保全、

管理、修復などを含め、条例の果たす役割は大きいと賛成した。 

 

●「認定こども園」開園にかかる協定書が 10 月 5 日、甲賀市

と森嶋学園との間で締結されていたことを 12月 14日の委員会

で説明。安井議員は「案で議員に出し意見を聞いたうえで締結

するのが筋だ。なぜ 2 カ月以上も経ち、12 月議会での一般質

問も終わったこの時期か、納得がいかない」。また協定書の保

育内容、保育士の配置など 7点にわたって質問しました。 

●「放射能事故の教訓から、汚染測定器 3台が 3つの給食セン

ターに、簡易測定器が自園保育園 15か園に設置されます。 
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●「日米地位協定の見直し」（提出：平和委員会）と「消費税の大増税に反

対する」（提出：甲賀民主商工会）請願を審議。請願人と紹介議員も含めて

質疑があった。「日米地位協定見直し」は、今年１月に沖縄で起きた交通事

故で米軍属が当初「不起訴」に、その後「協定の運用改善」ということで

在宅起訴となった経緯などがあり、社会的にも関心が高く、不平等の地位

協定は見直すべき、との世論が広がっている。本会議では全員賛成で採択、

同様意見書も採択。しかし、消費税大増税反対の請願は、「やむをえない」

などの理由で不採択に。賛成は日本共産党４議員と葛原議員だけ。 
 

 

 

 

 


